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 JICAは、我が国の優れた人材・技術、資金を活用し、開
発途上国における貧困削減等の課題解決に取り組む政
府開発援助（ODA）の実施機関。 
 

 開発途上国向け技術協力、円借款、海外投融資、無償
資金協力業務と共に、青年海外協力隊、シニア海外ボラ
ンティア、国際緊急援助隊の派遣も担う。 

 １ JICAとは？ 

 
 ODAを通じたインフラ整備、

政策制度整備、人材育成等
を通じ、開発途上国の貿易
投資環境の改善にも貢献。 
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フィールドの強み 
海外約100ヵ所（主に途上
国）、国内14ヵ所の拠点を有
し、各分野の情報提供、事業
実施を通じた経験・ノウハウ

の紹介等が可能です。 
ネットワークの強み 
50年以上の協力で培われ
た現地の政府・産業界・

NGO等多様な関係機関と
の「人的ネットワーク」と 
「信頼関係」があります。 

専門人材 
途上国事業に精通した職
員（本邦・海外）を擁してい
るほか、外部専門家人材の

動員も可能です。 
総合力、公的援助 

機関の強み 
資金協力、技術協力等多様
なメニューを用意しています。
公的援助機関として事業環
境整備に向けた途上国政府
への政策・制度面の働きか

けが可能です。 

 ２ JICAの特徴 
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 ３ JICAの民間セクター開発支援の概観 

技術協力事業・円借款事業 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ビジネス環境 
整備 

投資 
促進 
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・草の根技術
協力事業 
等 
 
 
 
 
 
 
 
 

連携 
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 ４ ビジネス環境整備分野の協力 
‐ 産業振興政策・マスタープランの策定 
当該国の経済状況、国際競争力、国際分業における位置づけを踏まえた、 
産業全般／対象業種の振興に係る政策・計画の策定支援 

‐ ビジネス基盤制度の整備 
企業の製品開発、生産、取引の円滑化のための制度インフラ＝産業基盤の整備 
法制度整備の推進（会社法、独占禁止法、民事訴訟法等） 
知財エンフォースメント強化 
我が国に知見のある分野での途上国における基準認証制度の確立・強化の検討 

‐ 工業団地・経済特区の整備 
周辺インフラを整備。優遇措置の付与、制度整備、団地・特区の運営方式（官民役割分担含む）の検
討 

‐ 経済インフラの整備 
運輸交通、電力、通信網等の企業活動に必要な経済インフラの整備 
 

【ビジネス環境整備分野の今後の展開】 
産業振興政策・法制度関連の協力を展開。ＦＤＩ誘致、ＦＤＩとのリンケージを強化。 
経済インフラの整備も積極的に実施 
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 ５ 産業振興・中小企業振興分野の協力 

‐ 関連政策・制度の整備、政策実施体制の確立 
産業振興･裾野産業政策の整備、中小企業関連政策・制度の整備、 
省庁間連携の強化 

‐ 企業・関係機関間の連携促進 
ビジネスマッチング機能強化、クラスター振興 

‐ 経営・技術能力の強化 
中小企業向けコンサルタントの育成、公設試験・技術機関能力向上、品質管理･生産性向上支援 

‐ 資金アクセスの向上 
金融機関審査能力の向上、ツーステップローンの供与 

‐ ビジネス・技術人材の育成 
現地経営人材の育成・ネットワーク化（日本人材開発センター等）、起業トレーニング開催 
 

【産業振興・中小企業振興分野の今後の展開】 
政策・制度整備、産業人材育成等の支援を継続。途上国企業と我が国企業との連携、現地日系企業
の事業展開や本邦企業の海外展開に資する協力も積極的に推進 
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 ６ 投資促進分野の協力 

‐ 投資促進政策の策定・実施 
FDIを促進し、外国資金の移転、雇用創出、ノウハウ・技術の導入等を図るため 
の政策の策定・実施 
官民政策対話、開発政策借款 

‐ 投資手続きの簡素化 
各省庁で実施されている手続き（投資申請、許認可、優遇申請、会社登記、労働許可、土地所有、輸
出入等々）の改善。 
ワンストップサービスの導入・強化による事業開始・運営の円滑化 

‐ 投資促進能力・体制の強化 
投資促進機関が、投資情報提供、キャンペーン、投資相談、許認可手続き支援、創業時のアフターケ
ア、各省庁間の調整、官民政策対話、投資政策改善・提言を行えるよう支援 
投資促進戦略の検討、投資ウェブサイトの運営、投資ガイドブックの作成、投資ミッションの派遣、投資
セミナー・ワークショップの開催、カントリーデスク（ジャパンデスク）の設置 
 

【投資促進分野の今後の展開】 
政策制度、プロモーション、人材育成の支援の強化。投資法、SEZ法、SEZ運営等に関する支援の推
進 
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案件事例①：JICA専門家（投資促進分野） 
 開発途上国からの要請に基づき、各国政府へのアドバイ

ザーとして、当該国のニーズに併せて「投資政策策定」、
「投資促進機関能力強化」、「投資環境改善」等を支援 
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国 専門家肩書 所属 専門家氏名 

インドネシア 投資促進政策アドバイザー 投資調整庁 （現在空席） 

ベトナム 
投資ビジネス環境整備 
アドバイザー 

計画投資省外国投資庁 矢代 博昭 

ミャンマー 投資振興アドバイザー 
計画財務省 
投資・企業管理局 

上田 隆文 

インド 
インフラ開発・投資促進 
アドバイザー  

デリー・ムンバイ間産業大動脈 
開発公社 

村山 勝彦 

スリランカ 投資促進アドバイザー 投資促進省 堀口 英男 

キルギス 投資促進アドバイザー 経済省投資促進庁 熊切 一郎 

ネパール 外国投資アドバイザー 投資庁  玉田 幹雄  

パキスタン 投資環境整備アドバイザー 投資庁 田中 裕子 

（参考）現在アジアに派遣中の投資促進分野の専門家（ジャパンデスク） 



案件事例②：バングラデシュ投資促進・産業競争力強化 
               プロジェクト（2017-2022） 
１．背景 

  バングラデシュ政府は同国開発計画にて、2021年までの中所得国化を国家目標と
している。この実現には、外国投資促進を通じて産業多角化を実現し、輸出競争力
のある産業を育成する必要があるため、日本へ支援を要請。  

２．協力概要 

 プロジェクトの目的： ビジネス環境整備、投資促進に資する経済特区開発促進、
及び産業振興に係る施策の立案・実施、実施体制の強化により、外国直接投資と国
内産業の連関の強化を図り、もって同国内の産業の多角化及び高度化に寄与する
。 
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全体調整：バングラデシュ首相府 

主担当：投資開発庁 

ビジネス環境整備、投資促
進、産業振興にかかる各種
政策・施策の実施・検証、ま
たその成果・教訓の次期政
策・施策への反映 

主担当：経済特区庁 

経済特区に関する既存の法
制度見直し、OSS*機能強化
など投資促進に資する経済
特区開発促進、及び経済特
区の運営体制強化 

主担当：工業省、産業技術支
援センター、中小企業財団 

対象セクター（ライトエンジニア
リング、プラスチック）振興ロー
ドマップ及びアクションプラン作
成、これに基づく施策立案、実
施に関する機能・体制の強化 

成果１ 成果３ 成果２ 

*OSS=ワンストップサービス 



11 (出典) JICA (2015) 

• ハードインフラ（電力、上水、アクセス道路、通信、港湾等）、ソフトインフラ（法制度整備、テ
ィラワSEZ管理委員会能力向上等）の双方から総合支援。 

案件事例③：ミャンマー・ティラワ経済特別区総合的支援 



案件事例③：ミャンマー・ティラワ経済特別区総合的支援 
  【技協】ティラワSEZ管理委員会の能力向上支援 
１．背景 

ミャンマー政府は雇用創出や国民の所得向上の実現において海外直接投資を重視、 

ヤンゴン都市圏に位置するティラワ経済特区（SEZ）の優先的かつ早期の開発を推進。 

2014年1月にはSEZ法の改正がなされるなど投資関連法制も整備された。 

ティラワSEZには管理委員会(Management Committee) (TSEZ-MC) とOne Stop 
Service Center (OSSC)が設置され、投資家サービスを提供しており、ミャンマー政府
はTSEZ-MC及びOSSCの能力向上について日本の支援を要請。 

  

２．協力概要 

プロジェクト目標：TSEZ-MC及びOSSCの能力強化を通じて、TSEZ-MCの自律的な運
営体制が確立し、円滑かつ安定した運営が実施されることにより、TSEZに対する投資
が促進される。 

 （成果１）TSEZ-MC及びOSSCの自律的な組織運営体制確立 

 （成果２）投資モニタリング体制の確立 

 （成果３）各種申請・許認可に係る手続き・意思決定フローの円滑な運用 

  ※代表的な許認可対象：投資認可、輸入ライセンス、企業登記、納税者登録、労 

    働許可、ビザ発行、外国人登録証明書、建設関連許可、環境アセスメント等 
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（１）日本センターとは 

日本人材開発センター（通称：日本センター）は、中央アジアや東南アジア地域等の市場経済への移
行を支援する目的で、各国のビジネス人材の育成と日本との人脈形成の拠点として、JICAの支援の
下、2000年より順次開設。 

これまで9か国に10センターを設置。うちJICAは7か国8センターに対して現在技術協力プロジェクトを
実施中。 

Source: https://www.jica.go.jp/japancenter/   

案件事例④：日本センタープロジェクト 
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https://www.jica.go.jp/about/jica/index.html
https://www.jica.go.jp/japancenter/
https://www.jica.go.jp/japancenter/


案件事例④：日本センタープロジェクト 
（２）協力概要 

ビジネスコース、日本語コース、及び相互理解促進コースの３つを柱に、当該国の経済発展への貢献
と日本と相手国の交流促進を実施する拠点として活動。JICAはビジネスコースとセンター全般の運営
に対して支援。 

 

（３）これまでの実績 

ビジネスコースの修了生：のべ12.0万人（近年は現地経営人材の育成を強化） 

日本語コース修了生：のべ7.8万人 

相互理解促進事業参加者：のべ72.9万人 

 

（４）今後の方向性 

途上国における産業人材育成や、日本企業の現地進出をオールジャパン体制で支援するための拠点
として、JICAの民間連携事業を含む他事業との連携や、産学連携のプラットフォームとしての機能を強
化。 

 事業の柱 

 日本的経営哲学・手法の知見を有した現地経営人材の育成 

 現地経営人材と日本企業との交流推進・ネットワーク構築支援 

 現地に展開する日本企業の活動支援、及びその一環としての日本企業の海外展開支援事業
における現地支援拠点 
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（参考）アジアにおける民間セクター開発支援（2017年度実施中の案件） 
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（参考）アフリカ・中東・欧州・中南米における民間セクター開発支援 
（2017年度実施中の案件） 



  （参考）民間企業が活用可能なJICA事業メニュー一覧 
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参考資料：ＪＩＣＡの組織概要 
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名称 独立行政法人 国際協力機構 
Japan International Cooperation Agency(JICA) 

代表者 理事長 北岡伸一 

所在地 本部/〒102-8012 東京都千代田区二番町5-25 二番町セ
ンタービル1階～6階 
TEL：03-5226-6660～6663（代表） 

設立年月日 平成15年10月1日 

設立目的 独立行政法人国際協力機構法（平成14年法律第136号）に基づき設

立された独立行政法人で、開発途上地域等の経済及び社会の開発
若しくは復興又は経済の安定に寄与することを通じて、国際協力の
促進並びに我が国及び国際経済社会の健全な発展に資することを
目的とする。 

資本金 8兆546億円（2017年3月末時点） 

常勤職員数 
（定員ベース） 

1,882人（2017年3月末時点） 

組織概要 
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Source: https://www.jica.go.jp/about/jica/index.html  

https://www.jica.go.jp/about/jica/index.html


組織図 
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国内・海外拠点 
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ODAと実施機関の歩み 



事業規模 
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■2016年度JICA事業規模   ■2016年度JICA事業別実績   

■地域別の実績構成比（2016年度）   
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